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第 10章 国際貿易システム 

 

Web資料 10-1 貿易創出と貿易転換：本書と異なる定義 

 

 教科書や論文によっては，貿易創出と貿易転換について，本書と異なる定義で使用して

いるものもある。ここではそれを紹介する。 

 図 10－W1 は，本書の図 10-2（322 ページ）と同様の状況を表したものである。もし A

国が考察対象の財の貿易を行っていなければ，A 国のこの財の国内価格は需要と供給が一致

する
Ap となる。 

pC + t

SA

O

DA

pB

pC

c d fe

g

YB YC XC XB

図10－W1 貿易創出と貿易転換の異なる定義
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 本書とは異なる貿易創出の定義として，RTA 締結前に A 国はすべての国に tpC  ＞
Ap

となるほどの高い従量税 t を課して輸入を行っていなかったが，RTA 締結によって新たに

B国から輸入されるようになった効果を指すものもある。A国が B国と RTAを結び，B国
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に対してだけ関税を撤廃する一方，C国に対しては tを課し続けるとすると，この財は新た

に B国から価格
Bp で BB YX  だけ輸入されるようになる。 

 この場合には，本書の定義における貿易転換のマイナス効果は発生せず，本書の定義に

おける貿易創出のプラス効果のみになる。協定締結によって A国では生産者余剰が図 10－

W1の面積分 ca  だけ減少するが，それを上回る面積分 fedcba  だけ消費者余

剰が増加するので，A国の経済厚生は面積分 fedb  だけ増加する。 

 次に，本書とは異なる貿易転換の定義として，A国は RTA締結前に
Ap ＞ tpC  ＞

Bp で

ある tを課しており，RTA締結によって輸入先が C国から B国に変わり，輸入量が増加す

ることの総効果を指すものがある。このような定義での貿易転換効果は，本書で紹介した

定義での貿易創出効果と貿易転換効果の合計であり，総効果はプラスにもマイナスにもな

る。 

 このような定義をしている教科書として，たとえば Paul R. Krugman and Maurice 

Obstfeld (2009), International Economics: Theory and Policy, Eighth edition, Harlow: 

Pearson Education Limited.（翻訳は，山本章子ほか訳[2010]『クルーグマンの国際経済学 

上 貿易編』・[2011]『クルーグマンの国際経済学 下 金融編』ピアソン桐原。）がある。

その第 9章での貿易創出(trade creation)と貿易転換(trade diversion)の説明は，本書の定義

ではなく，この web 資料の定義に基づくものである。なお，そこでは貿易転換が起こると

経済厚生が悪化すると述べられているが，それは説明に際して国内の需要量や供給量が価

格に関わらず一定であるという設定を暗黙のうちに置いており，そのため図 10－W1 の d

と fの領域がないことによる。 

 別定義での貿易創出と貿易転換の余剰変化と，本書の定義との対応は，表 10－W1 にま

とめられている。 

 

別定義
輸入相手国と
国内価格の変化

消費者余剰の
変化

生産者余剰の
変化

関税収入の
変化

総余剰の変化

貿易
創出

輸入なしからB国

pA → pB
a＋b＋c
＋d＋e＋f

－（a+c） （なし）
b＋d＋e＋f
（本書における
貿易創出）

貿易
転換

C国からB国

pC + t → pB c＋d＋e＋f －c －（e+g）

d＋f
（本書における
貿易創出）

－g
（本書における
貿易転換）

表10－W1 地域貿易協定締結による余剰の変化

 


